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ディビジョン体制」「セミコンダクタービジネスユニットとしてグローバルに営業、ものづく

り戦略を策定し牽引する体制」の構築を図ってまいります。具体的には、下記の通り組織体制

の変更を実施致したく、貴組合のご理解ご協力を賜りますよう、宜しくお願いいたします。 

１.新体制について 

（１）センター、総括部、ディビジョンの体制について 

  ①グローバル品質管理センター 

   ・グローバル品質管理統括・行政全般を担当する「グローバル品質管理センター」を、 

    ＢＵ直下に置く。 

  ②マニュファクチャリング部門 

   ・グローバルものづくり統括・行政全般を担当するマニュファクチャリング総括を置 

    き、傘下に、「グローバルマニュファクチャリングセンター」「グローバルプロキュ 

    アメントセンター」「プロセス開発センター」「アセンブリ技術センター」「北陸工 

    場」を置く。 

  ③営業部門 

   ・国内／海外の半導体営業を総括する営業総括／海外営業総括を置き、営業総括傘下に 

    「オートモーティブ総括部」「営業総括一部」「営業総括二部」を、海外営業総括傘 

    下に「海外営業総括部」を置く。 

  ④システムインテグレーション部門 

   ・グローバルマーケティング、セールスプロモーション、ソリューション開発、システ 

    ム技術開発および、マイコン・ＤＳＰ分野の事業責任を担う、システムインテグレー 

    ション総括を置き、傘下に「ＬＳＩ事業総括センター」を置く。 

  ⑤事業分野別ディビジョン 

   ・セミコンダクターＢＵ傘下の各事業分野の事業責任を担う、「アナログＩＣディビ 

    ジョン」「イメージセンサディビジョン」「車載モジュールディビジョン」「パワー 

    デバイスディビジョン」「光半導体ディビジョン」を置く。 

（２）グループ、チームの体制について 

  ・グループ組織の体制および機能については、別紙を参照願います。 

  ・チーム組織の体制および機能については、別途、ご説明させていただきます。 

２.実施日 

  ２０１３年３月１日 

３.その他 

  新中期計画の詳細については、確定次第、別途貴支部へご説明させていただきます。 

 去る１月３０日にセミコンダクタービジネスユニット（以降ＳＣＢＵ）よりＳＣ６支

部（長岡京支部・岡山支部・新井支部・魚津支部・砺波支部・ＤＳ支部）に対し、３.１

組織変更について組織諮問されました。 

 本件は、今後のＳＣＢＵ再生に向けた新中期計画を実践するための組織変更であり、

更にはＳＣＢＵ全体にわたる大規模かつ各部門の細部における組織体制も含めた広範囲

な組織変更であることから、各支部では極めて重要な内容であると受けとめています。 

 労働組合は昨年７月のデバイス労組発足以降、ＳＣＢＵを構成する６支部によるＳＣ

６支部連絡会を発足させ各支部運営の連携を図ってまいりました。本件の組織諮問や今

後発表される新中期計画への対応等、ＳＣＢＵ全体に関わる課題については、各支部の

主体性と更なる６支部間の連携を強化するために、ＳＣ６支部連絡会の機能を強化し対

応していきます。 

具体的には、複数支部に跨る労使協議事項に関する内容検証や、その協議事項に対する

職場討議の全体推進、課題集約に伴うＳＣＢＵとの事務折衝開催と職場へのフィードバッ

ク等、旧半導体労組で司っていたＳＣＢＵ全体に纏わる労使協議事項は、今後ＳＣ６支部

連絡会で対応していくこととします。 
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【これまでの半導体事業構造改革の取組みについて】 

 既にご高承のとおり、２０１１年度より、半導体事業グループとして赤字経営からの脱却に

よる事業の存続と新たな成長フェーズへの転換を図るべく、筋肉質の固定費構造への変革によ

る経営体質強化と、従来のデジタルＡＶ中心からセンサー・パワー＆ソリューションを軸とす

る事業への構造改革を、「システムＬＳＩ改革」「モノづくり改革」「人生産性改革」を３つ

の柱として、貴組合のご理解とご協力をいただきながら推進してまいりました。具体的には、

システムＬＳＩ改革では「システムＬＳＩＢＵのパナソニック本社直轄ＢＵとしての半導体事

業グループからの分離、ユニフィエ事業からの人材リソースシフトによるセンサー事業の産業

分野への転地や、低消費ＧａＮパワーデバイスの事業化加速」、モノづくり改革では「北陸工

場発足による３拠点一体運営、化合物半導体事業の生産集約へ向けた拠点移管、モノづくり関

連職能の魚津集結」、人生産性改革では「業務開発センター発足による成長分野／出金抑制／

拠点集約等への人材リソースシフト、半導体事業グループ外への転出、転身支援」等の取組み

を推進してまいりました。 

 一方、組織体制については、「開・製・販一体となったビジネスユニット制を基軸とした自

主責任経営並びに迅速な意思決定によるスピード経営の徹底により、環境・エネルギーやネッ

トワークＡＶ等の成長分野における事業拡大と収益基盤の確立を図る」ことを趣旨として、２

０１１年７月に、各事業毎に開・製・販の機能を持つビジネスユニット体制へと移行し、ビジ

ネスユニットの事業責任を明確にした事業運営を推進してまいりました。また、２０１２年１

月にデバイス社が発足したことをふまえて、同年７月、「従来の対内・国内既存顧客中心の営

業推進から新規外販・海外事業強化への転換を加速する」ことをねらいとして、ソリューショ

ン統括部を解消し、デバイス社マーケティング本部ならびにデバイスアプリケーション本部と

の一体運営による顧客間口の拡大と販売シナジーの最大化を図るとともに、商品営業機能の半

導体事業グループ各ＢＵへの統合により、これまで以上に商品を基軸とした国内外顧客への対

応を強化する体制へと変革してまいりました。 

【新中期計画における取組みについて】 

 これまで述べた通り、半導体事業グループとして様々な事業構造改革に取組み、成果創出へ

向けて、それぞれの現場で懸命に努力いただいております。しかしながら、経営環境は依然と

して厳しく、半導体事業の存続と成長の実現を果たすためには、経営体質強化をはじめとする

事業構造改革のさらなる加速と共に、「当社の強みである低消費・高効率技術を軸とするソ

リューションの提供で、成長市場である車載・産業インフラ分野等への転地を図る」ことを骨

格として現在策定を進めている、新中期計画および２０１３年度の事業計画を迅速かつ確実に

具現化しなければなりません。また、２０１３年１月１日付の半導体事業グループから「セミ

コンダクタービジネスユニット」への１ＢＵ化および、２０１３年４月１日付で実施される

「オートモーティブ＆インダストリアルシステムズ（ＡＩＳ）社」の設立等の体制変更をふま

えた、組織体制および機能の見直しを図る必要があります。 

 以上の背景から、今般、「中期計画の骨格となる、低消費・高効率技術を軸とするソリュー

ションの提供による車載・産業インフラ分野等への転地」「ＡＩＳ社設立および半導体事業の

１ＢＵ化に伴う、効率的かつ機能的な、あるべき事業推進体制の構築」を趣旨として、「ソ

リューションビジネスの責任と権限を明確にした体制」「各事業分野の収支責任を明確にした

組織諮問内容（申し入れ全文） 組織諮問内容（申し入れ全文） 

ＳＣ６支部の基本的な考え方 

 ２０１２年度はＡＶ中心から“センサ・パワー＆ソリューション”に事業の舵を切

り、あわせて「システムＬＳＩ改革」「モノづくり改革」「人生産性改革」の３つの柱

による事業構造改革を全組合員の協力のもと推進してきました。しかしながら２０１２

年度の経営結果見通しは大幅な販売減に伴い赤字経営からの転換は困難な状況であると

認識しています。 

 ＳＣＢＵの危機的な経営から反転攻勢をかけるべく、「ソリューション技術により車

載・産業分野への転地」「ＡＩＳ社設立および半導体事業の１ＢＵ化に伴う、高効率な

事業推進体制の構築」からなる新中期計画の基本的な考え方並びに骨子が２月１８日

(月)の合同朝会にて全従業員に説明される予定です。 

 今回の組織変更の狙いは、「ソリューションビジネスの責任と権限の明確化」「収支

責任を明確にしたディビジョン体制」「グローバルに営業・モノづくり戦略を策定し牽

引する体制」にあり、新中期計画がめざすＳＣＢＵの黒字体質への転換に、本件は必要

不可欠な体制であると認識します。 

 本来であれば新中期計画説明後の組織変更ではあるが、２０１３年度事業が４月１日

よりスタートするにあたり、組織の細部運営を補強する準備期間を含めた３月１日導入

であることを踏まえ、本件の組織諮問に対し下記事項を付記し協力方向で臨むものとし

ます。 

１．ＳＣＢＵ一体の事業運営について 

 黒字転換が必須の本年度において、新たな体制による事業運営の垂直立ち上げが求め

られています。各部門内の機能はもとより、各部門間のクロスファンクションによる組

織連携のあり方について、役割・責任・権限等の具体的なしくみ改革を含めた機能強化

策を明確にされ、グローバル市場のお客様に突き刺さるソリューション技術の一日も早

い提供により経営結果が導き出せるよう要望いたします。 

２．更なるマネジメント強化について 

 組織運営の基本は個人の理解と協力なくして成り立ちません。２０１３年度ＳＣＢＵ

再生実現に向けラストチャンスであるとの認識に立ち、ＳＣＢＵ新中期計画を各自が自

分のものとして受け止めなければなりません。その上で、今回の組織変更により各自が

お客様視点で担当業務を見直し、お客様に指名されるＳＣＢＵに生まれ変わるために、

全従業員の総合力結集が図られるよう力強い職場マネジメントを要望いたします。 

現組織体制（２０１３年１月１日） 新体制（２０１３年３月１日付） 

セミコンダクタービジネスユニット

マニュファクチャリング総括

システムインテグレーション総括

営業総括

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞグループ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ開発グループ

ｾｰﾙｽﾌ ﾟﾛﾓｰｼｮﾝグループ

基板技術開発グループ

ＬＳＩ事業総括センター

事業推進室

事業開発グループ

企画グループ

営業企画グループ

営業総括一部

営業総括二部

オートモーティブ総括部

海外営業総括

海外営業総括部

アナログ ＩＣディビジョン

イメージセンサディビジョン

車載モジュールディビジョン

パワーデバイスディビジョン

光半導体ディビジョン

グローバルマニュファクチャリングセンター

グローバルプロキュアメントセンター

プロセス開発センター

アセンブリ技術センター

北陸工場

グローバル品質管理センター

環境・施設技術グループ

業務開発センター

（左より続き）

セミコンダクタービジネスユニット

マニュファクチャリング総括

システムインテグレーション総括

営業総括

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞグループ

ｿﾘｭｰｼｮﾝ開発グループ

ｾｰﾙｽﾌ ﾟﾛﾓｰｼｮﾝグループ

基板技術開発グループ

ＬＳＩ事業総括センター

事業推進室

事業開発グループ

企画グループ

営業企画グループ

営業総括一部

営業総括二部

オートモーティブ総括部

海外営業総括

海外営業総括部

アナログ ＩＣディビジョン

イメージセンサディビジョン

車載モジュールディビジョン

パワーデバイスディビジョン

光半導体ディビジョン

グローバルマニュファクチャリングセンター

グローバルプロキュアメントセンター

プロセス開発センター

アセンブリ技術センター

北陸工場

グローバル品質管理センター

環境・施設技術グループ

業務開発センター

（左より続き）

セミコンダクタービジネスユニット

営業

プロセス開発

パッケージ開発

ＡＶモジュール

北陸工場

グローバル品質管理センター

北陸工場

マニュファクチャリングセンター

グローバルプロキュアメントセンター

プロセス開発センター

アセンブリ技術センター

ＬＳ Ｉディビジョン

イメージセンサディビジョン

パワー・オプトデバイスディビジョン

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

（左より続き）

セミコンダクタービジネスユニット

営業

プロセス開発

パッケージ開発

ＡＶモジュール

北陸工場

グローバル品質管理センター

北陸工場

マニュファクチャリングセンター

グローバルプロキュアメントセンター

プロセス開発センター

アセンブリ技術センター

ＬＳ Ｉディビジョン

イメージセンサディビジョン

パワー・オプトデバイスディビジョン

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

セミコンダクタービジネスユニット

営業

プロセス開発

パッケージ開発

ＡＶモジュール

北陸工場

グローバル品質管理センター

北陸工場

マニュファクチャリングセンター

グローバルプロキュアメントセンター

プロセス開発センター

アセンブリ技術センター

ＬＳ Ｉディビジョン

イメージセンサディビジョン

パワー・オプトデバイスディビジョン

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

営業

プロセス開発

パッケージ開発

北陸工場

（左より続き）

社内情報 



 顧客窓口・顧客対応はＡＩＳ直轄営業本部がアカウント営業として担当致します。セミコンダク

ターＢＵにおいては、半導体の業界別商品営業部門がアカウント営業と連携して販売の最大化を図っ

て参ります。 

２ 

２０１３.２.１２ 

セミコンダクタービジネスユニット組織変更に関する 

「労働組合からの質問に対する会社回答」 

 １月３０日以降ＳＣ６支部間にて本件について細部論議し課題を取り

まとめ、労働組合から質問書として会社回答を求めました。以下その内

容を記載しますので、本件に関連する基本的な考え方についてご理解を

お願いします。 

旧半導体事業グループ内事業構造改革の総括と今後について １ 

 旧半導体事業グループでは様々な改革を行っており、その改革道半ばでの再編であることからこれ

までの施策、体制における総括と今後の強化策について明らかにされること。 
組 

 旧半導体事業グループでは、赤字経営からの脱却による事業の存続と新たな成長フェーズへの転換

を図るべく、筋肉質の固定費構造への変革による経営体質強化と従来のデジタルＡＶ中心からセン

サー・パワー＆ソリューションを軸とする事業への構造改革を「システムＬＳＩ改革」「モノづくり改

革」「人生産性改革」を３つの柱として推進してまいりました。具体的には、「システムＬＳＩ改革」で

は「ユニフィエ事業は収益性の観点から大胆なスリム化を基本に、事業運営・組織体制のあり方について

抜本的な見直しを行う。加えて従来システムＬＳＩ事業で培った技術やノウハウを、成長事業の確固たる

基盤づくりや事業拡大に活かすために、システムＬＳＩ人材のセンサー・パワー＆ソリューション事業等

へのリソースシフトを行う。北陸工場魚津地区Ｅ棟について、終息も視野に入れた海外ファブへの生産移

管検討を進める」こととし、「システムＬＳＩ ＢＵのパナソニック本社直轄ＢＵとしての半導体事業グ

ループからの分離、ユニフィエ事業からの人材リソースシフトによるセンサー事業の産業分野への転地

や、低消費ＧａＮパワーデバイスの事業化加速」を実現してまいりました。魚津Ｅ棟については継続検討

を進めております。また、「モノづくり改革」では、「工場一体運営による間接業務の効率化および、国

内モノづくり拠点再編の検討を図る」こととし、間接業務の効率化では「北陸工場の発足と長岡地区モノ

づくり職能の一部北陸移転」を実施いたしました。 

 一方、国内モノづくり拠点再編については、高効率生産の観点から生産移管・集約を進める中で「終息

も視野に入れた方向付けを検討する」とした新井工場既存棟および岡山工場をはじめとするモノづくり拠

点のあり方を検討しており、今後、中期計画において明確化したうえで推進を図ってまいります。 

 「人生産性改革」においては、「事業規模に見合う人員体制を再構築するため、現行（２０１１年１０

月現在）の７０％の人員で業務を推進し、生み出した３０％の人員で成長事業強化、全社事業貢献、社内

外付加価値創出に向けた戦略的な人材リソースシフトを拡大・加速する」ことを趣旨として、転出・ロー

テーションおよび業務開発センターの設立、転身支援施策等を実施してまいりました。これまで述べた通

り、事業の存続を果たすために様々な構造改革に取組むと同時に、一刻も早い黒字化を果たすために、従

業員の皆様の痛みを伴う「特別経営対策」の実施もお願いせざるを得ませんでした。「特別経営対策」に

おいては、約３０億円の収支改善を効果金額として見込んでおります。 

 今回、３月１日付で実施する組織変更は、ソリューションビジネスの推進を加速する「システムインテ

グレーション部門」や、拠点政策を含めたグローバルものづくり統括・行政全般を担当する「マニュファ

クチャリング部門」の設置をはじめ、これまでの事業構造改革の取組みをふまえて、成果創出へ向けて、

さらに強力に推進を図るものであります。 

半導体事業における2013年度事業計画と新中期計画について ２ 
 現段階の１３年事業計画及び新中期計画の骨子・方向性を明らかにされること。また、事業再建に

向けた計画に対する本組織再編との整合性について明らかにされること。 組 

 新中期計画およびその初年度である２０１３年度事業計画については、引続き厳しい経営環境の

下、半導体事業の存続と成長の実現を必達するため、経営体質強化をはじめとする事業構造改革の

さらなる加速と共に、「当社の強みである低消費・高効率技術を軸とするソリューションの提供で、成長

市場である車載・産業インフラ分野等への転地を図る」ことを骨格として、現在、策定を進めておりま

す。事業の存続と再生を果たすためには、従業員一人ひとりが計画の骨子・方向性を正しく理解して取組

むことが必要不可欠であり、本計画については、明確になり次第、説明・発信してまいります。 

 今回の組織再編は、まさに中期計画を実現するためのものであり、また初年度である２０１３年度にス

タートダッシュを図るために、３月１日付で行うものであります。中期計画においては、各事業分野ごと

の着実な経営成果創出と共に、ＢＵ横断でのソリューションビジネス拡大、半導体全体最適の視点からの

グローバルな営業・ものづくり戦略の構築と実現による、販売拡大と収益力強化による黒字化を必達しな

ければなりません。セミコンダクター傘下の「アナログＩＣ」「イメージセンサ」「車載モジュール」

「パワーデバイス」「光半導体」の、各事業分野の事業責任を担う「事業分野別ディビジョン」、ソ

リューションビジネスの推進とマイコン・ＤＳＰ分野の事業責任を担う「システムインテグレーション部

門」、国内／海外の半導体営業を総括する「営業部門」、グローバルにものづくり統括・行政全般を担当

する「マニュファクチャリング部門」を設置する、今回の新組織体制は、まさに中期計画を実現するため

の組織体制であります。なお、中期計画の具体的内容につきましては、別途、明確になり次第、ご説明さ

せていただきます。 

会 

会 

本再編において過去の再編との整合性と事業運営について ３ 

３ディビジョンから５ディビジョンへ区分する考え方と担当商品を明らかにされること。 組 

 単品開発責任、商品別販売および収支責任を負うディビジョンを設置、商品創出のための意思決

定のさらなるスピードアップを目指し、アナログＩＣ、イメージセンサ、パワーデバイス、光半導

体と車載モジュール商品を担当する５ディビジョンと致します。 

 主な担当商品は以下のとおりです。 

  アナログＩＣ ：ドライバ、電源、センサ駆動用アナログＩＣ 

  イメージセンサ：ＣＣＤ、ＭＯＳセンサ 

  パワーデバイス：ＩＰＤ、ＧａＮパワー、高周波パワーアンプ、ＴＭＯＳ、ダイオード 

  光 半 導 体：レーザ、ＬＥＤ 

  車載モジュール：車載カメラモジュール、車載マイクモジュール 

会 

 事業軸による製・開・販一体運営を行ってきたが、本再編で解消する理由と狙いについて明らかに

されること。また一部ディビジョン傘下に残す考えを明らかにされること。 組 

 今回の組織変更が、製・開・販一体運営を阻害するものではありません。セミコンダクターという

大きな枠組みの中で、製・開・販を高速回転させる仕組みに深化させることに大きな意義があると考

えます。 

 営業部門については、「セミコンダクターＢＵとしての販売最大化」を目的として、さらなる体制強化

を図って参ります。販売の最大化実現に向け、業界別営業体制で半導体全商品を担当、複数商品を扱う

セールスが業界別のお客様に面対応し拡販を加速して参ります。また、システムインテグレーション部門

との連携で、商品をソリューションでお客様に提供する案件を増やし付加価値を上げていくことも重要な

役割と考えております。同時に、実際の販売状況を丁寧に見極め、単品で扱うことでお客様満足やスピー

ドアップにつながる商材については、ディビジョンで担当し販売確保に努めて参ります。今後の生き残り

をかけた転地を実現すべく、オートモーティブ分野の事業を牽引し、従来のインフォテインメント分野の

みならず、パワートレインの分野にも新規商材を投入、品質・モノづくり部門と共に、Ｔｉｅｒ１、Ｔｉ

ｅｒ２の高い要求レベルに応えるべく改革を推進、次の事業を生み出し育てて参ります。さらなる拡販に

むけては海外強化が必要不可欠です。ＡＩＳ海外販社、海外代理店の販路を積極的に活用すること、そし

てローカル人材との徹底したコミュニケーションを図ることで課題を一つひとつ解決しグローバル販売拡

大を着実に実現して参ります。 

 一方、モノづくりに関する機能の統合・集約は、過去の組織体制に戻すということではなく、事業を継

続していくために再度、総力を結集し、「グローバルガバナンスによる全体モノづくり行政の改革」「商

品軸ビジネスサイクルを高速回転で支える仕組み構築と全体最適・高効率なモノづくりの実現」「車載・

産業分野への転地に向けた事業活動を支えるモノづくりトータルソリューションの提供」を大きな目的と

して、モノづくり体制を再構築してまいります。そのためには、現状の商品分野毎の事業軸にて、製・

開・販を一体運営させたプロフィットセンターとしての意識改革の成果を刈取り、グローバルモノづくり

行政の横串を通すマニュファクチャリング部門として、新たな機能を具備し、経営リソースの一元化によ

る全体最適の再構築と商物流の清流化、ならびに混流生産のトータルマネジメントを抜本的に見直したす

べての生産オペレーションを統括していくことが肝要と考えます。自前主義のモノづくりから脱却し、

ファンダリー事業の獲得や他社とのアライアンスを促進し、加えて、システムインテグレーションやディ

ビジョンとの連携を密に、新たなコラボレーションを構築し、お客様のお困り事をモノづくり側から提

案・解決できるような強い組織に変革してまいります。 

会 各部門の責任と権限について ４ 

 ＢＵ営業を商品軸、業界（事業）軸の２軸にする考え方と、ＡＩＳ社直轄営業本部との違いと顧客

窓口・顧客対応の考え方について明らかにされること。 組 

会 

ＡＩＳ社の基本戦略は２０１５年度まではＩＣＴ分野においてパッケージソリューション等で顧客価

値向上に貢献することにより更なる収益基盤を確立する一方、２０１８年度までに車載分野と産業イ

ンフラ分野を成長領域と位置づけ、顧客価値最大化に向けて新しいビジネス・商品・サービスの創出によ

り、新たな収益基盤を確立することにあります。その実現に向けて、組織体制については「お客様視点で

のワンウィンドウ化を実現し、お客様のご要望に対してカンパニー全体を挙げてスピーディに対応する体

制」を基本の考え方とし、事業運営の体制については、ＢＵでの自己完結度を高めてスピーディな事業運

営を実現するため、開製販に加えて職能についても必要な機能をＢＵ傘下に配し、ＢＵ基軸の事業経営推

進を強化します。セミコンダクターＢＵについても、開製販一体となった自己完結のＢＵ運営を基本とし

ながら、ＡＩＳ社傘下の関連ＢＵおよび、「成長性確保、事業創出をコーポレートレベルで推進する」こ

とを趣旨としてＡＩＳ社直轄に設置される「技術部門」「新規事業開発部門」「マーケティング部門」と

十分な連携を図りながら事業運営を推進してまいります。なお、ＡＩＳ社各職能における、具体的な連携

や運営のあり方については、今後、明確にしてまいります。 

 一方、２０１２年１０月１日付でパナソニック本社直轄ＢＵとなった「システムＬＳＩ ＢＵ」について

は、３月１日付組織再編後もパナソニックとしての半導体事業強化という観点から、従来通り、インフラ

や情報の共有化等、引続き十分な連携を図ってまいります。 

ＡＩＳ社直轄部門、各ＢＵ及びＳＬＳＩ ＢＵとの連携及び事業運営について明らかにされること。 組 

会 

 デバイス社の事業運営は「事業・商品別ビジネスユニット体制における開・製・販の一体運営を基

本として自主責任経営の徹底を図る」ことが基本でありますが、２０１２年１月１日の発足時におい

ては「新体制への円滑な移行を図るため、当面は事業分野毎にＢＵを統括する事業グループを設置する」

として、半導体事業については、「システムＬＳＩ ＢＵ」「汎用ＬＳＩ ＢＵ」「イメージセンサＢＵ」

「パワー・オプトデバイスＢＵ」を傘下におく「半導体事業グループ」として発足いたしました。その

後、本年１月１日付で「市場や環境変化にスピーディーに対応するため、デバイス社、事業グループ、Ｂ

Ｕとなっている重層構造を、ＢＵが主体となって自主責任経営を実践・徹底できる、よりシンプルな事業

体制に変更し、経営のスピードアップを図る」ことを目的として、デバイス社として事業グループ制を廃

止し、半導体事業についても、２０１２年１０月１日付でパナソニック本社直轄ＢＵ化した、「システム

ＬＳＩ ＢＵ」を除く３ＢＵを一本化した「セミコンダクターＢＵ」として発足いたしました。 

 今回の３月１日付組織変更は「１ＢＵ化に伴う、効率的かつ機能的な事業体制の構築」を趣旨として

「ソリューションビジネスの責任と権限を明確にした体制」「各事業分野の収支責任を明確にしたディビ

ジョン体制」「１ＢＵとしてグローバルに営業、ものづくり戦略を策定し牽引する体制」の構築を図るも

のであります。また、本年４月１日付で発足するＡＩＳ社についても、その基本は「事業分野ごとのＢＵ

を基軸とするスピーディな事業運営」であります。 

 セミコンダクターＢＵとしても、ＢＵ基軸による強固な事業運営を図ると共に「カンパニーレベルでの

成長性確保ならびに事業創出を推進」することを趣旨としてＡＩＳ社直轄下に置かれる、技術部門、新規事

業開発部門、マーケティング部門との十分な連携のもと、半導体事業の成長・発展を実現してまいります。 

 本再編とＴｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ、４カンパニー制（ＡＩＳ社）との整合性について明らかにさ

れること。 組 

会 

 お客様を起点とした各種情報（Ｑ・Ｃ・Ｄ・Ｓ・Ｔ）の流れと、総括、ディビジョン長などの権限

と役割について明らかにされること。 組 

 セミコンダクター１ＢＵとして、お客様視点で開発・製造・販売をより高速回転させていくための

役割と権限について論議をして参りました。営業部門はＢＵトータルの販売を牽引する責任と権限を 

持ち、拡販を加速して参ります。新設となるシステムインテグレーション部門は、単品を超える新たな価

値の創出をミッションとし、営業およびディビジョンとソリューション軸で一体運営して参ります。ま

た、ディビジョンは単品デバイスの販売および収支責任を担い、お客様に価値をお届けする源泉となる強

い商品をスピーディに開発して参ります。一方、モノづくり部門はグローバルにガバナンスを発揮し、工

場収支・稼動に責任をもち、拡散投入、在庫管理、生販管理（生産回答）および設備投資については、こ

れまで以上に営業部門およびディビジョンと密連携し一体運営でのオペレーションを推進して参ります。 

会 

システムインテグレーション部門について ５ 

人材育成について ６ 

従業員へ求めることについて ７ 

 システムインテグレーション部門の運営方法及び商品開発の仕組みを明らかにされること。また、

ソリューション事業について、事業責任と権限について明らかにされること。 組 

 システムインテグレーション部門は単品を超える新たな価値を創出することを目指します。グロー

バル４極に配置するトレンドセッターからの情報を受け、商品およびソリューション戦略を構築、ソ 

リューションのシステム開発を行うと同時にデバイスはディビジョンでその開発を加速します。また、

ディビジョンでデバイス開発する中、お客様からシステムでの引き合いを頂くような場合には、システム

インテグレーション部門が連携し、システム開発を加速し、一気に案件取得を加速いたします。加えて、

出来上がったソリューションに対するセールスプロモーションとして、セールスの拡販につなげるための

ツール整備等含め、売り方を考えセールスに提供・提案する戦略的な役割も共に推進して参ります。 

会 

 頻繁に組織変更・人の流動が実施されている中で、内向きの仕事が増え、本来業務に支障を生じて

いる部分もある。その様な中で、今後の組織における人材育成について考えを明らかにされること。 
組 

 半導体事業の存続と再生へ向けた転地・進化を実現するためには、従業員自らの転地・進化も求め

られます。事業の目指す姿と実現へ向けた各人の役割を明確にしたうえで、現在の仕事における一人

ひとりの能力伸張を図るべく、コミュニケーションプログラムに基づく各職場でのＯＪＴを基本とした人

材育成を図ると共に、開発部門と営業部門の間をはじめとする職種を越えたローテーションや、セミコン

ダクターＢＵ外とのローテーションによる新たな視点の注入等、活性化と人材育成につながる人材交流を

推進してまいります。 

会 

半導体事業再生に向け、従業員に求めることについて明らかにされること。 組 

 既に述べた通り、半導体事業の再生へ向けて様々な構造改革に取組んでおりますが、今回の組織変

更をはじめ、取組みの成否を決するのは「最後は人」であり「すべては人の気持ち次第」でありま

す。一人ひとりが本気になって考え、行動して持てる力を最大に発揮しない限り、事業再生を実現するこ

とはできません。全員がお客様視点で、従来のあたり前にとらわれず、もう一歩前へ、「自分で取りにい

く。」このような姿勢が半導体事業を変革し、再生・発展を実現します。従業員一人ひとりが積極的かつ

主体的に考え、行動することを求めます。 

会 


